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わが国の地方都市では，人口減少に即した都市域のコンパクト化が急務であるが，人口減少下の土地利

用変化に関する研究蓄積は十分ではない．本研究では，人口減少下の地方都市の建物約5万棟を対象に，

10年間の建物開発・滅失データベースを構築し，建物変化の実態の定量化を試みた．分析の結果， 1）建

物開発は郊外部を中心に進んでいるが，建物滅失は中心部で比較的多く見られた．また，生活インフラ施

設の視点からみると，都市コンパクト化とは逆行する方向で都市構造の非効率化が進んでいた．2）建物

開発及び滅失状況を目的変数とした重回帰モデルからは，例えば，古い建物の多い地域で，建物滅失が相

対的に多いわけでないこと，インフラがしっかりと整備された地域は，建物滅失も多いが建物開発も多い

ことなどが示された． 
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1. 研究背景と目的 

 

2010年の国勢調査により，わが国の三大都市圏を除く

地方都市では，「人口減少」がより顕著になっているこ

とが示された1)．都市・地域計画では，高度経済成長以

降の人口増加過程で膨れ上がる人口に対して，郊外農地

への虫食い状の開発（スプロール）などの都市拡大をど

のように抑制すべきかが大きな課題であった．しかし，

人口減少過程では，拡大した都市内部から都市活動が無

秩序にスポンジ状に撤退（リバース・スプロール2)）す

るという，人口増加過程とは異なる方向にベクトルが向

き始めている．このため，社会インフラの非効率化，公

共交通の撤退やサービスレベルの低下，地域コミュニテ

ィの弱体化など様々な弊害が各所で発生することも懸念

されている．このような状況の中で，これまでの人口増

加過程の都市計画を再考し，人口減少下に適応した新た

な都市計画の方向性について議論が進められている3) 4)．

一方，中長期的な都市計画を検討する上で，目指すべき

都市像として「コンパクトシティ」が国の方針として明

確に示されている5)．これは，郊外への無秩序な都市活

動の拡散を抑制し，中心部や公共交通の拠点に集約させ

ることで，都市域をコンパクトに再編するものである．

現在では，都市再構築戦略検討委員会（委員長：奥野 

信宏中京大学理事）などで，コンパクトシティ形成のた

めの具体的な政策立案を検討する動きも見られている6)． 

したがって，わが国の地方都市では，人口減少に即し

た都市域のコンパクト化が最重要課題になるが，人口減

少下における土地利用変化の研究蓄積7)は十分ではない．  

そこで本研究では，地方都市（岡山県津山市：図－

1）を対象として，人口減少期間における建物開発・滅

失の状況と，インフラや都市計画要素（生活系インフラ

や用途規制，土地利用など）との関連性を定量的な分析

を通じて明らかにすることで，地方都市における都市コ

ンパクト化に向けた課題を抽出する． 

なお，図－2に示す通り，人口規模の小さい自治体ほ

ど早期に減少に転じており，現在人口が減少していない

規模の大きな自治体であっても，将来的に人口減少に転

じる可能性は大きい．このため，すでに人口減少してお

り，かつある一定の都市機能を有する岡山県津山市を対

象に分析することで，人口規模の大きな都市に対する先

行事例として位置付けている．また，先述の都市再構築

戦略検討委員会6)の議論の中でも，人口減少する地方都
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市のコンパクト化が重要課題になっており，津山市と同

規模である人口10万人程度の自治体が事例として挙げら

れている．  

 

2. 既存研究と本研究の特長  

 

人口減少下における土地利用変化や，それらが地域に

及ぼす影響を明らかにした既存研究を表－1に整理した．

人口減少地域の土地利用変化の実態把握は，主要産業の

撤退した地域8)9)や社会情勢の変化した地域8)10)，非DID化

した地区11)等で行われている．また，人口減少地域にお

けるインフラ施設の維持・管維などの現状と課題を把握

した研究12)~15)や，都市機能の集約拠点に関する研究16)，

インフラ撤退によるリスク予見17)など今後の行政課題の

抽出・整理も行われている．  

さらに，都市活動の撤退に焦点を置いた研究では，市

街地形成時の整備手法2)や主要幹線道路沿道18)に着目し

た研究，土地の持続可能性を評価した研究19)20)，建物滅

失と犯罪件数との関係を明らかにした研究21)などが挙げ

られる．また，建物立地の変化要因に関わる研究として，

建築年数との関係22)や低密度な開発に伴い生じる要因23)

を明らかにした研究が挙げられる．その一方で，中・長

期的な人口減少プロセスの中で，土地利用がどのように

変化しているのか，また，都市コンパクト化の視点を踏

まえた上での土地利用変化とインフラ施設との関連性な

ど，明らかにされてない事項も多い．  

以上を踏まえて，本研究の特長を以下に示す． 

1) 中・長期的に人口減少が進行するとともに，都市

コンパクト化が急務とされる地方都市の中心部か

ら郊外部までの多様な地域を含んだ分析である． 

2) 分析に用いるデータベースは，対象建物（約5万

棟）に対し，空中写真や住宅地図に加え，現地調

査を補完的に実施して，精緻に構築している． 

3) これら膨大なデータベースに基づいて，都市コン

パクト化の際に主要な拠点として位置付けられる

生活系インフラとの関連性に着目している． 

4) 建物開発・滅失状況と，土地区画整理事業や用途

規制，交通インフラ等の都市計画要素との関連性

をモデル分析を通じて統計的に明らかにしている．  

 

 

3. 分析対象都市と分析データ 

 

(1) 分析対象都市 

本研究では，岡山県津山市を分析対象都市とした．津

山市は，県北部に位置し，人口約11万人の県下第3の規

模を持つ都市であり，ある一定の都市機能を有する地域

である．また，1995年以降，一貫して人口が減少してい

津山駅

 

図-1 分析対象エリア（岡山県津山市） 
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図-2 人口規模別自治体の人口対前年度比7) 

（岡山市） 

表-1 既存研究で明らかにされている事項のまとめ 

 

①人口減少地域の土地利用の実態把握

・産業構造や社会情勢の変化により急激に

人口が減少した地域 8),9),10)

・非DID化した地区 11)

②人口減少地域のインフラの現状と課題

・水道設備 12),13)

・電気、ガス、水 14)

・社会資本管理への影響 15)

・人口集約拠点の検討 16)

・インフラ衰退過程でのリスクの予見 17)

③都市活動撤退の実態と影響

・都市整備手法が異なる地域の比較 2)

・都市活動撤退の実態と地域的特徴 7)

・地方都市の主要幹線道路沿道18)

・都市整備手法と環境負荷に関係19)

・都市活動撤退後の空間利用評価 20)

・建物撤退と犯罪の多さの関係 21）

④建物変化の要因

・建物の古さと建物変化の関係 22)

・低密度な開発の要因 23)
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る（図－3）．さらに，津山市内の分析対象エリアを図

－1に示す．エリア内には，中心市街地に加えて，郊外

部や院庄駅や東津山駅，近年，土地区画整理事業が実施

された東一宮地区などが含まれている．また，分析期間

は2000年から2010年の10年間とした．この期間に津山市

全体の人口は約5％減少した． 

 

(2) 分析データの定義および抽出方法 

本研究で用いる「建物開発箇所」・「建物滅失箇所」
のデータについて述べる．分析データは，2000 年と
2010 年の空中写真を比較し，存在しなかった建物が新
たに確認できた場合を建物開発箇所，存在していた建物
がなくなり同じ土地から建物がなくなった場合を建物滅
失箇所として定義している．抽出する際のルールは表－
2に従うとする． 

なお，人口減少による都市活動の変化としては，空き

家の増加なども想定される．本研究では，空き家につい

ては，空中写真や住宅地図，現地調査での判断が困難で

あり，分析精度に耐えられるだけのデータが揃わないこ

とから対象外としている．  

 

(3) 抽出結果と人口変動との相関関係 

データ抽出の結果，建物開発箇所は2557箇所（図－

4）であった．また，先行研究で抽出した建物滅失箇所

は498箇所（図－5）であった7)．建物開発は，郊外部を

中心に進む一方で，建物滅失は，（全体的に満遍なく見

 
図-4 建物開発箇所の分布 
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図-3 津山市の人口変動 

 
図-5 建物滅失箇所の分布 7) 

 

表-2 データ抽出のルール 

建物開発 建物滅失
大きさ 空中写真上で明らかに小さく，

都市活動の変化に無関係だと
思われる建物は対象としない．

空中写真上で明らかに小さく，
都市活動の変化に無関係だと
思われる建物は対象としない．

増築・減築 増築は対象としない．
ただし，同一敷地内において
も，住宅地図上に所有者の明
記がなく，住宅と同等以上の大
きさの建物は対象とする．

減築は対象としない．
ただし，建物の大部分が滅失
し，滅失した建物と比べて明ら
かに小さな倉庫などの建物が
残っている場合は対象とする．

同一敷地内の
建物

同一の居住者や利用者，企業
の建物は，まとめて1ポイントと
して抽出する．

同一の居住者や利用者，企業
の建物は，全て滅失した場合の
み1ポイントとして抽出する．

建物の更新
建物が滅失し，その後新しい建
物が建設されている場合，住宅
地図上の表記が変化している
場合は１ポイントとして抽出す
る．（建物が変化しても所有者
が変化していない場合は対象と
しない．）

―

大規模な道路整
備や河川整備 ―

大規模な道路整備や河川整備
による建物滅失は対象としな
い．  

表-3 人口変動・世帯数変動と建物変化との単相関 

（4次メッシュレベル） 

N=384

【単相関】
人口変動
(2000∼2010)

世帯数変動
(2000∼2010)

建物開発
箇所数

建物滅失
箇所数

住宅開発
箇所数

住宅滅失
箇所数

人口変動
(2000∼2010) 1.00 ― ― ― ― ―
世帯数変動
(2000∼2010) 0.93 1.00 ― ― ― ―
建物開発
箇所数 0.33 0.39 1.00 ― ― ―
建物滅失
箇所数 -0.21 -0.17 0.31 1.00 ― ―
住宅開発
箇所数 0.32 0.35 0.94 0.20 1.00 ―
住宅滅失
箇所数 -0.18 -0.14 0.29 0.92 0.18 1.00  

 



 

 4 

られるが，）中心部で比較的多く見られた．さらに，同

期間での人口変動との相関関係を，2000～2010年の国勢

調査の4次メッシュデータを用いて求めた（表－3）．全

384メッシュから，建物開発箇所数・建物滅失箇所数と

人口変動・世帯数変動との単相関係数を求めたところ，

建物開発箇所数との間には弱い相関が見られるが，建物

滅失箇所数との間にはほとんど相関は見られなかった．

つまり，人口減少過程では，人口変動と建物変動は乖離

して発生していることが示唆される．  

 

 

4. 生活インフラ施設周辺の建物変化 

 

(1) はじめに  

本章では，都市コンパクト化の際に主要な拠点として

位置付けられる生活インフラ施設に着目し，その周辺の

建物分布の経年変化を明らかにする．具体的には，ある

一定の基準を設定し，各生活インフラ施設近辺の地域と

遠方の地域との建物開発率・建物滅失率を比較し，どち

らの地域で，より建物開発（あるいは，建物滅失）が進

んでいるか示した．その分析概念図を図－6に示す．な

お，建物開発率・建物滅失率の定義はそれぞれ式(1)，

式(2)に従う． 

 

 

Pd：建物開発率(％) Nd：建物開発箇所数 

Ne：2010年に存在する建物数 

 

 

Pl：建物滅失率(％) Nl：建物滅失箇所数 

Ne：2010年に存在する建物数 

 

(2) 分析指標 

本分析で用いる生活インフラ指標を表－4に示す．行

政サービス，交通，健康，教育，防犯・防災，日常生活

に係る11指標を採用した．分析範囲の基準を設定する必

要があるが，主に近隣住民がサービス対象となる施設は

半径500ｍ，サービス対象が広域にわたる施設は半径

1000ｍを設定する．なお，街区公園は誘致距離が250ｍ

であることから半径250ｍ，バス停は徒歩5分圏を想定し

半径350ｍを設定している．これら分析範囲の設定によ

り，施設周辺と施設周辺外の地域を区別した．なお，こ

れらの基準は，施設近辺か，あるいは遠方かを判断する

ために便宜上設定した数値であり，各種インフラ施設の

サービス圏域と同義ではない．  

 

(2)  生活インフラ施設周辺の建物変化 

表-4 生活インフラ指標の概要  

 

生活
インフラ

指標 指標（詳細） データ年
分析範囲
（半径ｍ）

行政窓口 本庁、支所、出張所 H22 1000

郵便窓口

普通郵便局
+特定郵便局（集配局）
+特定郵便局（無集配局）
+簡易郵便局

Ｈ18 500

鉄道駅 鉄道駅 Ｈ23 1000

バス停 バス停 H22 350

健康 病院 4診療科以上（内科+3科目） H22 500

小学校 小学校 H22 500

保育園+幼稚園 保育園+幼稚園 H23 500

警察 警察署+交番+駐在所 Ｈ18 1000

消防署 消防本部+消防署 Ｈ18 1000

日常生活 スーパー
小売店
（1000m²以上）

（全国大型

小売店総覧）

Ｈ23
500

その他 街区公園 街区公園 Ｈ23 250

※国土数値情報ダウンロードサービスより作成

防犯・防災

行政
サービス

交通

教育
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図-7 分析結果（建物開発） 

 

 
 

図-6 分析の概念図（例：バス停） 

 

(1) 

(2) 
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分析結果を図－7，図－8に示す．グラフの値は，建物

開発率及び建物滅失率の［施設周辺外／施設周辺］の値

であり，グラフの値が1より小さければ建物変化は施設

近辺で高く，1より大きければ施設遠方で高い傾向にあ

ることを示している．既存ストックを活用し，生活イン

フラ施設を都市コンパクト化の際の主要な拠点として位

置付けるならば，この値は建物開発率では1より小さく，

建物滅失率では1より大きいことが望ましい． 

分析結果より，建物開発率については，行政サービス

や交通施設などの公共施設で値が1より高くなっており，

施設の遠方で住宅開発等が進んでいる実態が見られた．

一方，病院やスーパーといった民間施設では値が1より

小さくなっており，公共施設と民間施設とは対極の傾向

にある．建物滅失率については，すべての生活インフラ

施設周辺で値が1より小さくなっている．まとめると，

公共施設を中心にそれらの遠方で建物開発が進む一方で，

今回対象とした全てのインフラ施設においてその近辺で
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図-8 分析結果（建物滅失） 

 

表－5 説明変数の概要 

分類 No. 説明変数 概要
モデル内で有意であった変数

（t検定：P<0.05）

1 建物密度（棟/ha） 単位面積当たりの2010年に存在する建物数 ○
2 築30年以上の建物の割合（％） 2005年に存在する建物のうち築30年以上である建物の割合 ○
3 平均世帯人員（人） 2000年の一般世帯の平均人員数
4 高齢者割合（％） 2000年の人口に対する高齢者（65歳以上）の割合
5 中心部（最高公示地価点）からの距離（ｍ） メッシュの重心から最高公示地価点までの距離 ○

6 高度経済成長期市街化ダミー
1960年から1980年にかけて新しくDID化した地域を表すダミー
変数

○

7 土地区画整理事業ダミー（1980年以前）
1980年以前（高度経済成長期及びそれ以前）に土地区画整
理事業が完了した地域を表すダミー変数

8 土地区画整理事業ダミー（1980年以降）
1980年以降（高度経済成長期以降）に土地区画整理事業が
完了した地域を表すダミー変数

○

9 田畑の割合（％） メッシュの面積に対する田畑の面積割合
10 山林の割合（％） メッシュの面積に対する山林の面積割合
11 道路密度（ha/ha） メッシュ内の可住地面積に対する道路の面積割合 ○
12 国道県道ダミー 国道県道の有無を表すダミー変数 ○
13 最寄りのICからの距離（ｍ） メッシュの重心から最寄りのIC（インターチェンジ）までの距離

14 鉄道駅周辺ダミー（1000ｍ）
メッシュの重心が各鉄道駅から半径1000m内に含まれる地域
を表すダミー変数

15 バス停周辺ダミー（350ｍ）
メッシュの重心が各バス停から半径350m内に含まれる地域を
表すダミー変数

○

16 行政窓口周辺ダミー（1000ｍ）
メッシュの重心が各行政窓口から半径1000m内に含まれる地
域を表すダミー変数

○

17 郵便窓口周辺ダミー（500ｍ）
メッシュの重心が各郵便窓口から半径500m内に含まれる地
域を表すダミー変数

18 病院周辺ダミー（500ｍ）
メッシュの重心が各病院（内科を含め４診療科以上を持つ）か
ら半径500m内に含まれる地域を表すダミー変数

○

19 小学校周辺ダミー（500ｍ）
メッシュの重心が各小学校から半径500m内に含まれる地域を
表すダミー変数

○

20 保育+幼稚園周辺ダミー（500ｍ）
メッシュの重心が各保育園+幼稚園から半径500ｍ内に含まれ
る地域を表すダミー変数

21 警察署周辺ダミー（1000ｍ）
メッシュの重心が警察署+交番+派出所から半径1000ｍ内に
含まれる地域を表すダミー変数

22 消防署周辺ダミー（1000ｍ）
メッシュの重心が消防署から半径1000ｍ内に含まれる地域を
表すダミー変数

23 スーパー周辺ダミー（500ｍ）
メッシュの重心が各スーパーから半径500m内に含まれる地域
を表すダミー変数

○

24 街区公園周辺ダミー（250ｍ）
メッシュの重心が各街区公園から半径250m内に含まれる地
域を表すダミー変数

○

25 低層住居専用地域ダミー ○
26 中高層住居専用地域ダミー ○
27 住居地域ダミー ○
28 近隣商業地域ダミー ○
29 商業地域ダミー ○
30 準工業地域ダミー ○
31 工業地域ダミー

「低層住居専用地域」「中高層住居専用地域」「住居地域」「近
隣商業地域」「商業地域」「準工業地域」「工業地域」のうち一
番占める割合の高い地域を表すダミー変数
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建物滅失が顕在化している．つまり，建物開発及び滅失

のいずれの視点からも都市コンパクト化とは逆行する方

向に進んでいる実態が明らかとなった．  

 

 

5.  都市計画要素などに着目した建物開発・滅失

状況に関するモデル分析 

 

(1) 分析の概要  

本章では，前章の生活系インフラ施設に加えて，土地

区画整理事業や用途規制，交通インフラ等の都市計画要

素に着目して，建物開発・滅失状況との関連性を重回帰

分析により統計的に明らかにする．これによって，都市

計画要素からなる複数の指標間における影響度合いを定

量的に把握することが目的である．なお，分析には 4次

(500m)メッシュのデータ（N=384）を用いている． 

 

(2) 目的変数と説明変数 

重回帰分析における目的変数として，各メッシュの

「建物開発箇所数」「建物滅失箇所数」の2つの変数を

設定した．また，用いた説明変数の概要を表－5に示す．

モデル構築のために検討した説明変数としては，メッシ

ュ単位の基本情報，都市開発，自然的土地利用，交通条

件，生活系インフラ施設，用途規制などの31指標となっ

ている． 

 

(3) 建物変化と地域的要因との関連性 

本節では，重回帰分析により建物開発箇所・建物滅失

箇所に対するモデル分析を行った．分析結果を表－6に

示す．なお分析では，建物密度や道路密度，生活インフ

ラ施設の指標等を同時に用いると多重共線性が存在する

ため，これらを考慮して，それぞれ3通りのモデルを構

築した．また，分析では，各モデルでｔ検定の有意水準

5%未満を満たす説明変数のみを採用している．このモ

デル構築の試行錯誤の結果，表-5に記載の通り，31変数

のうち有意とならなかった12変数は除外している．加え

 

表-6 重回帰分析のモデル構築結果 

 

分類 No. 説明変数 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 モデル6

1 建物密度（棟/ha）
   0.51
 11.39  **

   0.56
 12.93  **

2 築30年以上の建物の割合（％）
 -0.31
 -8.71  **

 -0.29
 -7.88  **

 -0.26
 -7.03  **

5 中心部（最高公示地価点）からの距離（ｍ）
 -0.13
 -3.33  **

6 高度経済成長期市街化ダミー
 -0.14
 -3.33  **

   0.21
   6.16  **

   0.34
   9.30  **

8 土地区画整理事業ダミー（1980年以降）
   0.22
   6.34  **

   0.22
   5.81  **

   0.11
   3.05  **

11 道路密度（㎡/㎡）
   0.19
   4.80  **

   0.08
   2.00  *

12 国道県道ダミー
   0.07
   2.24  *

15 バス停周辺ダミー（350ｍ）
   0.11
   2.59  *

16 行政窓口周辺ダミー（1000ｍ）
   0.20
   5.54  **

   0.23
   5.85  **

   0.39
   9.68  **

18 病院周辺ダミー（500ｍ）
   0.17
   4.57  **

19 小学校周辺ダミー（500ｍ）
   0.21
   5.25  **

   0.16
   3.96  **

23 スーパー周辺ダミー（500ｍ）
 -0.11
 -2.97  **

24 街区公園周辺ダミー（250ｍ）
   0.12
   2.56  *

   0.27
   6.84  **

   0.20
   4.44  **

   0.12
   3.21  **

25 低層住居専用地域ダミー
   0.11
   3.10  **

26 中高層住居専用地域ダミー
   0.18
   4.14  **

   0.19
   4.21  **

 -0.07
 -2.15  *

27 住居地域ダミー
   0.10
   3.11  **

   0.20
   6.02  **

   0.24
   6.37  **

28 近隣商業地域ダミー
   0.18
   5.75  **

   0.22
   6.45  **

   0.29
   8.18  **

29 商業地域ダミー
 -0.14
 -3.57  **

   0.18
   5.00  **

   0.14
   3.61  **

30 準工業地域ダミー
   0.08
   2.22  **

   0.08
   2.18  *

   0.11
   3.19  **

定数項    8.90  **    7.12  **    7.06  **  -1.38    0.11    4.96  **

決定係数
自由度調整済み決定係数

   0.62
   0.61

   0.54
   0.53

   0.57
   0.56

   0.70
   0.69

   0.62
   0.61

   0.53
   0.52

建物開発 建物滅失

上段：標準偏回帰係数　　下段：t値　　*：有意水準5％未満　　**：有意水準1％未満

基本情報
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て，すべてのモデルは分散分析において有意水準5%未

満を十分に満たしている。 

 建物開発のモデル構築結果に着目すると，「建物密

度」，「土地区画整理事業(1980年以降)」，「小学校周

辺」，及び「街区公園」などで有意な正の影響が示され

た．対して，「築30年以上の建物割合」や「高度経済成

長期市街化」，「商業地域」で有意な負の影響が見られ

た．津山市では平成9年及び10年にそれぞれ東一宮（郊

外北部）と津山駅南の事業が完了しており，それら地域

での開発が多いが，現時点でも空地が目立つ状況にある．

一方，（旧市街地の周辺部に該当する）高度経済成長期

においてDID化した市街地では建物開発は少ない．なお，

土地区画整理事業が実施された東一宮は，これらDID化

した市街地のさらに郊外に位置している．また，「小学

校周辺」や「街区公園」などの若者世帯に人気のある地

域では，建物の開発が高くなる．建物滅失のモデル構築

結果に着目すると，「建物密度」，「高度経済成長期市

街化」，「行政窓口周辺」，「住居・近隣商業・商業地

域」などで有意な正の影響が示された．対して，「中心

部からの距離」，「スーパー周辺」，「中高層住居専用

地域」では，有意な負の影響が見られた． 

また，建物開発では，負の影響が見られた「築30年以

上の建物割合」が，建物滅失では，どのモデルでも有意

な影響が見られない．つまり，古い建築物の多い地域で

は，建物開発が少ないことは言えるが，建物滅失が相対

的に多いわけでないことが言える．また，「高度経済成

長期市街化」は，建物開発では負の影響が，建物滅失で

は正の影響が見られている．人口が急増した時期に開発

されたこれら市街地が，人口減少期になって，他の地域

と比較して早いスピードで都市スポンジ化が進んでいる

ことが示唆される．一方，「土地区画整理事業」，「道

路密度」，及び「街区公園周辺」の地域は，開発，滅失

ともに正の影響が見られる．このようなインフラがしっ

かりと整備された地域は，建物の入れ替わりが激しい地

域となっている． 

 

 

6. 結論 

 

本研究では，地方都市である岡山県津山市を対象とし

て，人口減少期間における建物開発・滅失の状況と，イ

ンフラや都市計画要素（用途規制，土地利用，交通条件

など）との関連性を定量的な分析を通じて明らかにした．

分析結果をまとめると以下の通りである． 

1) 津山市広域でみると，建物開発は，郊外部を中心

に進んでいるが，建物滅失は，（全体的に満遍な

く見られるが，）中心部で比較的多く見られた．

また，生活インフラ施設の視点からは，各種公共

施設の遠方で建物開発が進む一方で，その近辺で

は建物滅失が進む傾向にある．つまり，建物開発

及び滅失のいずれの視点からも，都市コンパクト

化とは逆行する方向で，都市構造の非効率化が進

んでいる． 

2) 建物開発及び滅失状況を目的変数とした重回帰モ

デルを構築した結果，例えば，古い建物の多い地

域で，建物滅失が相対的に多いわけでないこと，

人口が急増した時期に開発された市街地は，人口

減少期になって，他の地域と比較して早いスピー

ドで建物滅失（都市スポンジ化）が進んでいるこ

と，小学校や病院周辺は，開発傾向にあること，

インフラがしっかりと整備された地域は，建物滅

失も多いが，建物開発も多い地域であることなど

が示された． 

本研究は，津山市一都市のみを対象とした分析である

ため，今後は都市規模の異なる都市などを対象として分

析することで，人口減少下における土地利用変化の実態

をより広範に捉えていく必要がある．また今回は，デー

タ精度の問題から，空き家に関する分析を実施していな

い．一方，人口減少による空き家増加も重要な課題であ

り，データの取得方法も含めて今後検討すべきである． 

 

謝辞：本研究は，株式会社ウエスコ，また津山市役所よ

り空中写真のデータ提供を頂いた．ここに記して謝意を
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